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Deloitte has focussed on the business of sport 
for over 20 years.  The Sports Business Group at 
Deloitte LLP is a unique team of 20 specialists 
dedicated to working in the global sports business, 
based in the United Kingdom and regularly teaming 
with other Deloitte specialists around the world. 

Our work with international and national sports 
governing bodies, federations, leagues, clubs, 
governmental organisations, event organisers, 
sports marketing agencies, stadia, investors, 
sponsors and rights holders means we are widely 
acknowledged as leading industry experts. Deloitte 
has worked with more sports organisations around 
the world than any other adviser. Our experience, 
long-standing relationships and understanding of 
the industry mean we bring valuable expertise to 
a project from day one providing a wide range of 
consulting and financial advisory services.  

Our first football finance report was produced in 
1992, a couple of months ahead of the start of the 
inaugural English Premier League season. For more 
than 20 years we have documented clubs’ business 

and commercial performance, striving to provide 
the most comprehensive picture possible of the 
growth of English professional football’s finances, 
set within the context of the regulatory environment 
and the wider European game. In addition, each 
year our Deloitte Football Money League profiles 
the highest revenue generating clubs around the 
world. To find out more about our publications, 
services and experience, please visit www.deloitte.
co.uk/sportsbusinessgroup

Given the strong connection between business and 
Japanese football clubs, the application of business 
analysis tools to J-League clubs is appropriate and 
fits the ever evolving relationship between the 
financial and footballing worlds. The publication 
of the J-League Management Cup by Deloitte 
Tohmatsu Financial Advisory provides a fresh view 
of the J-League and helps sets the context for the 
further development of Japanese club football.

いよいよ、Jリーグの全クラブを対象としたビジネスランキン
グ「Jリーグ マネジメントカップ」を発行する運びとなりました。

我々デロイト トーマツ グループでは2015年4月に、スポー
ツビジネスグループを立ち上げ、本格的に活動を開始致しま
した。

このたび、我々が思い描く様々なビジネスシーンにおける課
題解決のための糸口を見出し、現状伸び悩んでいるスポー
ツビジネスマーケットで活用して頂くことによって、日本そし
てアジアのスポーツビジネスマーケットの拡大に寄与したい
という強い想いが、今回この「Jリーグ マネジメントカップ」
を発行するに至らしめました。この「Jリーグ マネジメントカッ
プ」が、Jリーグはもちろん、その他のスポーツビジネスに
関係する多くの方々の間で話題となり、議論の土台となって
くれることを願ってやみません。

デロイト トーマツ グループは多くのビジネス専門家を擁す
る日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひ
とつです。グローバルにおいても、我々のメンバーファーム
である英国のデロイトでは、20年以上も前からスポーツビ
ジネスの専門部署を設け、英プレミアリーグを中心としたス
ポーツビジネスマーケットの発展に寄与してきたという実績
を持っております。日本においても同様に、末永くスポーツ
ビジネスの発展に関わりたいと考えております。

我々の活動が、スポーツビジネスマーケットに新たな視点を
差し込み、更なるビジネスの活性化に繋がることを願ってお
ります。

はじめに

デロイト トーマツ 
ファイナンシャルアドバイザリー合同会社

スポーツビジネスグループ　
統括パートナー　
福島 和宏

Dan Jones

Head of the Sports Business Group 
Deloitte LLP
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クラブマネジメントの２つの側面〜 FM・BM
近年、日本のスポーツは世界レベルでの活躍が目覚しい状
況です。オリンピック等における個人のメダル獲得だけでな
く、団体競技における成績も着実に積み上げられてきてい
ます。直近ではラグビーのW杯での日本代表の活躍が記
憶に新しいところですが、近年最も日本の団体競技で注目
を集めている競技の一つがサッカーと言えるでしょう。

男子の日本代表はW杯にコンスタントに出場するレベルと
なっており、女子ではW杯直近 2 大会で優勝、準優勝と
いう輝かしい成績を収めています。このような成績に繋がっ
た要因には様々なものが考えられますが、一つには Jリー
グの存在があり、多くのプロクラブが切磋琢磨した結果と
言えるでしょう。我々はその中でもデータ分析技術の活用と、
チームマネジメントの向上という側面に注目しています。な
ぜなら、データ分析とチームマネジメントという組み合わせ
は、ビジネスとの親和性が高く、現在発展途上のスポーツ
ビジネスという領域を大きく発展させる有効なツールである
と考えられるからです。

クラブチームのマネジメントには、いかにゲームで勝つかと
いう「フィールド・マネジメント（FM）」だけではなく、いか
にビジネスとして収益を上げ、また事業拡大をするかという
「ビジネス・マネジメント（BM）」という側面があります。

今後重要なのは BM 面の強化
1993 年に開幕した Jリーグは、国内における競技レベル
の底上げに大きく貢献し、それが日本代表チームの目覚し
い成長に繋がったことは紛れもない事実です。このことに鑑
みれば、FM面では大きな成果を残していると言えるでしょ
う。しかしながらBM面では、一概に成功していると言える
でしょうか？10クラブ売上合計で約 275 億円でスタートし
た Jリーグの事業規模は、2014 年時点では約 860 億円
と3倍の規模となっていますが、チーム数は51クラブ（U22
選抜を除く）と5倍まで拡大しています。つまり、1クラブ
あたりの平均売上高でみれば約 27 億円から約 17 億円と
減少してしまっており、この 20 年余りでクラブビジネスは
小規模化しているという実態が見えて来るからです。

クラブチームにとって、BMとFMは経営の両輪であり、こ
の両輪のバランスをいかに整えるかは非常に重要なテーマ
です。実は、デロイトUKではその重要性をいち早く認識し、
20年近く前からクラブチームの BM面の分析を始めていま
す。英プレミアリーグを中心として、売上高や人件費などの
財務数値をもとに欧州各国のクラブチームの BMを評価し、
そのランキングを「Football Money League」という冊
子にまとめ毎年発表しています。

日本でも、この領域に今まで以上にスポットライトを当てる
ことで、より一層の競技パフォーマンス向上と、スポーツビ
ジネスの活性化に繋がって欲しいという想いで、今回、Jリー
グの各クラブを対象とした「Jリーグ マネジメントカップ」
を発行することとなりました。

「Jリーグ マネジメントカップ」により、大きなポテンシャル
を秘めているスポーツビジネス分野への注目が集まり、様々
なプレイヤーがスポーツビジネス市場に参入するきっかけと
なってもらいたいと願っています。BM面の重要性が再認
識され、スポーツビジネス市場が活性化することで業界全
体の資金量が増加すれば、それはFM面の強化費の原資と
もなります。

欧州での先行事例の真似事ではなく、日本の文化や風土に
マッチしたマネジメント手法を見出すことで、スポーツビジ
ネスの成長がスポーツ競技の成長に繋がるという正のスパ
イラルを産み出す環境を創り出すこと。これこそが重要だと、
我々は考えています。

Introduction
日本のスポーツの発展への期待を込めて

右ページ写真 © URAWA REDS
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Jリーグでは各クラブチームの財務情報をWebサイトに公
表しています。「Jリーグ マネジメントカップ 2014」におい
ては、この情報を活用し、ビジネス・マネジメント（以下、
BM）において最も重要なテーマである

● マーケティング	 　● 経営効率
● 経営戦略	 　● 財務状況
という4つの視点からBMレベルを総合評価します。

なお、この 4つの視点を、実際のリーグになぞらえて「ステー
ジ」と呼ぶことにしました。また、評価対象は J１のみならず、
J2、そして J3 のチーム全てとなっています。

1st ステージ：マーケティング
これは主に集客に着目し、いかに「満員のスタジアム」の実
現に向けた取り組みが成果を挙げているか、という点を評
価します。マーケティングの視点は一般のビジネスでは基
本的な視点の一つですが、Jリーグの各クラブにおける取り
組みはまだまだ多くのポテンシャルを秘めている分野と言え
ます。クラブだけでなく、リーグ自体もCRM（Customer 
Rerationship Management）への取り組みの重要性を認
識しており、今後もクラブ経営のパフォーマンスを図る代表
的な視点となるはずです。具体的なKPI は以下となります。

　● 平均入場者数		 ● スタジアム集客率
　● 新規観戦者割合	 ● 客単価

2nd ステージ：経営効率
これは主に勝点と経営成績に着目し、いかに効率的に「勝
点」を獲得したか、というクラブパフォーマンスを評価します。
この視点は FMとBMの連携を示すものであり、クラブ経
営の両輪がバランス良く回っているかどうかを考察する上で
有意義な視点です。各クラブがこの分野への意識をより高
めて行くことで、FMとBMの正のスパイラルを産み出さ
れることになるはずです。具体的な KPI は以下となります。

　● 勝点 1 あたりチーム人件費
　● 勝点 1 あたり入場料収入

3rd ステージ：経営戦略
これは主に経営資源の使い方に着目し、いかに効果的に「売
上」を獲得したか、というクラブパフォーマンスを評価しま
す。スポーツ興行における主な「売上」は、スポンサー収入、
入場料収入、放映権収入、グッズ販売収入が中心となります。
その収入獲得のために、どこに原価を投入しているのかを
分析することで、クラブの取り組み方針を確認することがで
きるはずです。具体的な KPI は以下となります。

　● 売上高・チーム人件費率
　● 販営費 100 万円あたり入場料等収入

4th ステージ：財務状況
主に財政状態に着目し、「ビジネス規模や安定性、成長性」
に関するクラブパフォーマンスを評価します。財務情報は会
計というツールを通し、あらゆる業種の法人単位のパフォー
マンスを可視化することのできる重要な情報です。これらの
情報を積極的に活用することで、ビジネスのヒントが見えて
くるはずです。具体的な KPI は以下となります。

　● 売上高		  ● 売上高成長率
　● 自己資本比率

以上の 4つの視点から各クラブの BMへの取り組みを可視
化しますが、クラブの優劣を評価することが狙いではなく、
あくまでも共通の物差しで比較・検討することが狙いです。
普段は見えにくい各クラブのBMをクラブ間で比較すること
で、ビジネスにおける取り組みにも注目していただければと
思います。

最後になりますが、「Jリーグ マネジメントカップ 2014」で
は、データとして公開されている情報のみを使って分析して
いるため、活動は実施していてもデータとして公開されてい
ない情報は基本的に分析の範囲に含めておりません。した
がって現状では、例えば各クラブが実施しているホームタウ
ン活動等の成果等が、本ランキングに反映されにくい状況
となっている点にご留意いただければと思います。今後リー
グもしくは各クラブが、積極的にデータを含めた情報開示
を促進していくことで、よりクラブの経営実態が正確に把握
でき、同時に学べる環境になっていくことを期待しています。

評価方法ですが、ステージ毎にデロイトトーマツが設定した
KPI（Key Performance Indicators：重要業績評価指標）
にもとづいてリーグ別にランク付けを行い、そのランキング
に応じたビジネス・マネジメントポイント（以下、BMポイン
ト）を付与していきます。
例えば、あるKPIについて J1の 1位であった場合は18ポ
イントの獲得となります。同様に J2 の 1位は 22ポイント、
J3 の 1位は 11ポイントとなります。そして順位が 1下が
るごとに1ポイントずつ減らしたポイントを付与するルール
としました。ランキングをリーグ別にした理由は、リーグに
よって試合数や勝点という環境が異なるためです。
このような評価方法にもとづき、最終的に4つのステージ
の累計 BMポイントが最も多かったクラブが Cup Winner
となります。
　なお、BMポイントが同率の場合、1st ステージの順位
が上のクラブが上位クラブとなります。（以下、2ndステー
ジ、3rd ステージ、4th ステージの順に同様の判定をいた
します。）

Overview
Jリーグ マネジメントカップ 2014〜 4つの視点
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興行ビジネスとしてのスポーツにおいて「満員のスタジアム」を作り出すことは、
最も基本的な経営目標であると同時に最も重要な取り組みでもあります。
ここでは、「平均入場者数」「スタジアム集客率」「新規観戦者割合」「客単価」というそれぞれの
KPI（Key Performance Indicators：重要業績評価指標）につき、リーグ間でどのような違いがあるのかを分析してみました。

リーグ間比較分析
1st ステージ：マーケティング

限られた経営資源をいかに効率的に活用するか、という課題は
ビジネス・マネジメント（BM）の観点からは非常に重要なものとなります。
ここでは BM施策がフィールド・マネジメント（FM）へいかに効果的に反映されているかにつき、
「勝点 1あたりチーム人件費」「勝点 1あたり入場料収入」といった KPI を用い、
リーグ間でどのような傾向があるのかを分析してみました。

2ndステージ：経営効率

平均入場者数
　このKPIは傾向として、トップリーグに近づくほど値が高く
なるということが分かります。このデータからは、平均して
J1は J3 の約 8倍の集客力があることが読み取れます。ま
た、各リーグ間のトップと最下位のクラブの集客力の格差を
比較すると、J1は約 4.0 倍、J2は 3.8 倍、J3は 3.5 倍となっ
ており、トップリーグに近づくほど格差は広がる傾向となって
います。
　ただ、各リーグはチーム数の差や集客力の格差はあるも
のの、格差レベルはほぼ同じ水準であり、各クラブの競技成
績に比例して徐々に集客力もステップアップしていく構造に
なっていることが確認できます。

スタジアム集客率
　「満員のスタジアム」を数値化したこの KPIについても、トッ
プリーグに近づくほど値は高くなる傾向が見て取れます。J3
の平均集客率を1とすると、J1は 2.8、J2は 1.7と水準に
開きがありますが、本来はこの水準の開きを極力小さくする
ことが理想と考えます。そのため、クラブライセンス制度上
は最低限のスタジアム収容人数をリーグ毎に段階的に設定
し、下部リーグほどキャパシティを小さく設定してあるため、
適正規模のスタジアムでの興行ができれば「満員のスタジ
アム」を作り出しやすい状況にはなっています。しかしなが

らどのリーグも「満員のスタジアム」を作り出すことはでき
ていない状況であり、今後も Jリーグや自治体とも協同で
BM施策を検討していくことが大事だと考えられます。

新規観戦者割合（J3 は公表データなし）
　この KPIについては、下部リーグの方が高い値を示す傾
向にあります。新たに Jリーグに参加することとなった地元
クラブへの注目度が向上し、地元民を中心に新たな客層を
呼び込む効果が下部リーグの方が出やすい、ということを
示すデータと考えられます。逆にトップリーグにおいては昇
格チーム以外の値が低迷しているという傾向もあり、これら
をいかにBM施策により改善していくかが課題であると考え
られます。

客単価
　チケットおよびグッズ販売等を合わせた一人当たりの平均
単価である当該 KPIについては、トップリーグほど高い値と
なる傾向が示されています。一方で興味深いのは、2014
年シーズンのデータ上では、全てのリーグ全体で最も高い
客単価を記録しているのがJ2のクラブであるという点です。
BM施策次第では、所属リーグにかかわらず客単価を向上
させることが可能であるという示唆は注目に値するものと思
われます。

勝点 1あたりチーム人件費
　この KPI は、トップリーグに近づくほど値は高くなる傾向
にあることが分かります。そして、各リーグ間ではそれぞれ
約 4 倍の KPI の格差があることも分かります。すなわち、
各クラブは各リーグにおいて優勝もしくは昇格を目指し、よ
り能力の高い選手を確保すべくしのぎを削っている状況に
あるため、トップリーグに近づくほどそこに投入する資源は
厚くなるという実態を示しているものと考えられます。
　なお、各リーグの年間試合数が J1：34、J2：42、J3：
33となっているため、J2 の勝点は他のリーグに比べて相
対的に大きくなる傾向があります。その影響で、J1と J2
の KPI を比較すると、構造的に J2 の値が小さくなるという
点には留意が必要です。
　また、2014 年シーズンの各リーグにおける優勝チーム
の勝点から逆算した、優勝のために必要なチーム人件費水
準の理論値は、J1：2,171 百万円、J2：801 百万円、J3：
148 百万円という値になります。このデータからも、リーグ
間でクラブの事業規模には大きな格差があることが浮き彫
りとなってきます。Jリーグがより活性化するためには、トッ
プリーグの事業規模を引き上げていくと同時に、このリーグ
間格差を縮めていく取り組みを行っていくことも重要なミッ
ションであり、BM施策が今後より重要性を増してくること
を示唆するデータとなっていると言えます。

勝点 1あたり入場料収入
　この KPI も、トップリーグに近づくほど値は高くなる傾向
にあります。また、リーグ間格差は J1とJ2 が約 5倍、J2
とJ3 が約 6 倍となっています。（前述のとおり各リーグは
年間試合数が異なるため、J2 の KPI 値は若干低めの値を
示す傾向がある点には留意が必要です。）
　BM的観点からは FMの成果である勝点は、多くを積み
上げた時の方がその価値が高く評価されてしかるべきです
が、残念ながら実際には勝点の積み上がりに入場料が追い
つかない状況も発生しています。その要因として「満員の
スタジアム」が作り出せていないことや、チケットの適正価
格が機動的に調整できないことが等が考えられます。将来
的には、IT の活用によるダイナミックプライシング等の価
格戦略も検討が望まれるところです。
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マネジメントの重要な役割の一つに、組織が向かうべき方向性を示す、というものがあります。特に Jクラブは百年構想に協賛する
組織体であることからも、短期的な利益だけを目指すものではなく、中長期的な視点に立ち、持続可能な成長を達成するための戦略
を示すことが非常に重要となってきます。ここではその中でも経営資源をチームに投資するか、チーム以外に投資するかの戦略に深
く関連するものとして「売上高・チーム人件費率」「販管費 100 万円あたり入場料等収入」という KPIに着目し、リーグ間での傾向
を分析してみました。

リーグ間比較分析
3rdステージ：経営戦略

Jリーグでは毎年継続的に全ての Jクラブの損益計算書と貸借対照表の概要を公表しています。
これは、スポーツ振興と地域活性化を目指す Jリーグが、Jクラブと協同で百年構想を実現させていくために必要となる
クラブ経営の透明性と公正性を担保する手段の一つとして取り入れている制度です。
ここでは、各 Jクラブの経営状態を示す端的なKPI である「売上高」「売上高成長率」「自己資本比率」の3項目につき、
リーグ間でどのような傾向があるかを分析しました

4th ステージ：財務状況

売上高・チーム人件費率
　クラブの収入のうちどれくらいの割合をチーム人件費に割
くのか、という経営課題に明確な正解はありません。短期
的な結果を出すために必要な即戦力の補強という方針に基
づく戦略投資を狙うクラブであれば一般的にこの KPI の値
は高くなる傾向にありますし、逆に中長期的な視点から育成
に注力し、安定的な戦力内製化を狙うクラブであれば一般
的にこの KPI の値は低くなる傾向にあります。
　Jリーグが総じてこの KPI において健全な水準と言われ
ている50%を切る値となっているのは、育成型を基本とす
るクラブが多いという実態が数値上に反映されている結果
であると見ることもできます。また、Jリーグが開幕時より
掲げる百年構想と地域密着型の身の丈経営が浸透し、開幕
時こそ派手な補強等が目立ったものの、その後は派手さよ
りも安定性が重視されたトップチーム運営が主体となった結
果とも言えます。
　J1から J3にかけてなだらかにKPI の値が低下している
のは、クラブライセンス制度でも規定されているとおり、ほ
ぼプロ契約選手のみでトップチームを組成するJ1とアマ
チュア契約選手でのトップチーム組成が多く認められている
J3 の違いが影響しているものと思われます。

販管費 100 万円あたり入場料等収入
　スポーツビジネスにとって重要な収入源の一つであるス
ポンサー収入や入場料収入については、対応する原価の紐
付けがしにくく、広く販売促進に関する営業活動が原価的な
意味合いを持つと考えられます。この KPI は、スポンサー
収入や入場料収入を得るための営業活動にどれだけの経営
資源を割くのかという、クラブのマネジメントによる経営戦
略が大きく反映される傾向があります。
　リーグ間のデータを比較してみると、J1および J2につ
いては平均的に投資額以上のリターンが見込めるマーケット
となっていますが、J3については投資額が回収できない水
準のリターンしか見込めないマーケットになってしまっている
ことが示されています。
　今後の課題として、J3 がビジネスのマーケットとして機能
するよう、リーグが主体的にビジネスインフラの整備等を推
し進めていくことが必要と考えます。

売上高
　この KPIについても、他の多くの KPIと同様、トップリー
グに近づくほど値が大きくなる傾向にあります。クラブ単位
の平均売上高水準では、J2は J3 の約 4 倍の規模、J1は
J2 の約 3 倍の規模となっており、J1とJ3 の規模は約 12
倍の差があることが分かります。
　リーグ運営のルールとして、毎年数クラブがこの市場規
模の異なるリーグ間の入れ替えに直面しており、安定的な
クラブ経営を継続していく際の課題の一つとされています。
　メディア等ではどうしても FM面の成果である昇降格の
みがスポットを浴びがちですが、各 Jクラブの自助努力だけ
では如何ともし難い昇降格による外部経営環境の変化とい
うリスクについては、Jリーグ側の施策と合わせて対応を検
討していく必要があると考えます。
　なお、我々は「責任企業によるスポンサー収入規模」に
も注目しています。しかし現状では情報公開されておらず、
分析ができない状況です。

売上高成長率
　この KPIについては、トップリーグに近づくほど値が小さ
くなる傾向にあります。大きな要因には新規参入や昇格に
よる注目クラブの存在が挙げられます。最も典型的な例は J
リーグへの新規参入クラブであり、それまで完全にアマチュ
アの活動であったクラブがプロクラブの仲間入りを果たすこ
とで、新たなスポンサーや新規サポーターが集めやすくなり、
売上高を大きく伸ばすという結果を産み出しています。
　一方で、Jリーグの大きな課題の一つとなっている新たな
スポンサーや新規サポーターの獲得は、トップリーグの注目
度に比例するものでもあるため、今後はトップリーグにおけ
る当該 KPI の値を BM施策により更に伸ばしていくことが
期待されます。

自己資本比率
　この KPI は、経営の安定性を示す重要指標の一つですが、
特にクラブライセンス制度の運用上、重要な意味を持つも
のです。すなわち、全ての Jクラブは債務超過を回避する
ことが義務付けられており、BM施策によりこの KPI の値を
プラスで保っておく必要があるということです。
　これまではクラブが利益を計上することは、ややもすると
投資が不足しているのではないか、といった指摘がなされる
場面も少なくありませんでしたが、今後はクラブ内に如何にし
て内部留保を確保していくのかという視点が加わっていくこと
になり、BMの手腕が今まで以上に期待されることとなります。
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　J1におけるManagement Cup 2014の優勝クラブは浦和となりました。

　浦和はマーケティング分野では3位、経営効率、経営戦略分野では共に

1位、財務状況分野では2位と安定した成績を収め、堂々の優勝となりました。

　好成績を牽引したのはやはり入場者数であり、多くの観客が集まるクラブ

という認知が多くの話題を呼び、それが多くのスポンサー収入やグッズ販売

等の収入に繋がるという構造となっていると考えられます。一方で浦和はス

タジアム集客率等で課題も抱えていることから、今後も継続的にBM施策

を強化していくことが期待されます。

J-League Management Cup 2014

J1
Ranking

浦和が初代王者に !!



J1 
Management Cup

平均入場者数は
上位３クラブが減少し、
その他クラブが増加

新規観戦者割合は C 大阪が牽引

30.0

14 15

マーケティング分野では、興行ビジネスにおいて、
我々が最も重要と考える「満員のスタジアム」に影響を及ぼす KPI を中心にランキングしています。

Management Cup J1分析
1st ステージ：マーケティング

平均入場者数
J1 平均は 17,240 人
　2014 年シーズンにおけるJ1の平均入場者数の平均値
は17,240 人となっており、前年度比＋14 人とほぼ同水準
で推移する結果となりました。
　ただし、その内訳を見てみると興味深い結果が出ていま
す。前年度の上位 3クラブ（浦和、横浜 FM、新潟）が、そろっ
て平均入場者数を減らしている一方で、その減少分をその
他のクラブの平均入場者数の増加が補っている、という構
図です。

無観客試合とビッグネーム効果
　その要因は様々ありますが、特徴的なものとして次の 2
つの要因が考えられます。ひとつはイレギュラーな試合開
催によるマイナスの効果、もう一つはビックネームの補強に
よるプラス効果です。
　イレギュラーな試合開催は、浦和の無観客試合と新潟の
降雪代替開催です。この 2 試合の存在により、浦和は約
2,200 人程度、新潟は約 1,300 人程度、それぞれ平均入
場者数を減らしている試算となります。
　逆に、ビックネームの補強により平均入場者数を大きく増
加させたのが C大阪です。一試合あたり約 2,800 人の増
加となっています。そして注目すべきは、アウェイの試合に
おける入場者数が前年度比で約 81,000 人（＋25%）も
増加しているという点です。一試合あたりに換算すると約
4,700 人の観客動員効果があったということになり、いわ
ゆる「フォルラン効果」が他クラブの入場者数にも好影響
を与えていたことの証左となっています。

スタジアム集客率
J1 平均は 58％
　2014 年シーズンにおけるJ1 のスタジアム集客率の平
均値は 58.2%となっており、前年度比＋0.6%とこちらも
また、ほぼ同水準で推移する結果となっています。

　J1の平均値を見る限り、「満員のスタジアム」までは道
半ば、といった感が否めませんが、この KPI を分析する際
の視点は大きく2つあると考えられます。一つは、スタジ
アムの所有形態という視点、もう一つは、試合毎の集客率
の差という視点です。

スタジアム規模と不人気カード
　スタジアムの所有形態という視点ですが、2014 年シー
ズンに J1に所属するクラブのうち、自治体所有でないスタ
ジアムを使用しているのは唯一、柏のみとなっており、それ
以外は全て自治体が所有するスタジアムを使用している状
況です。そのため、チーム事業規模に応じたスタジアム選
択は難しいといった外部環境があります。スタジアム集客率
を分析する際には、単純に表面上の集客率のみを見るので
はなく、本来はこの外部環境を加味する必要があります。
　そして、試合毎の集客率という観点でも、最も客席の埋
まった試合の集客率を100とすると、最も埋まらなかった
試合の集客率は約 60 程度となっているというデータもあり
ます。すなわち、人気カードと不人気カードの集客率の差
が大きいということです。
　Jリーグはクラブライセンス制度により、J1クラブのホー
ムスタジアムには最低 15,000 人収容という基準を義務付
けています。当然全ての J1クラブがこの基準を満たしてい
る一方で、平均入場者数が 15,000 人を切っているクラブ
も半数に近い 8クラブあり、また、スタジアムの集客率の
平均が約 6割という状況に鑑みれば、根本的にスタジアム
のあり方を見直すタイミングに来ているとも考えられます。

新規観戦者割合
J1 平均は 4.6%
　2014 年シーズンにおけるJ1の新規観戦者の平均値は
4.6%で、前年度比＋0.1%とこちらもほぼ同水準で推移す
る結果となっています。
　18クラブ中、唯一二桁越えを達成したC大阪が、他の
クラブを牽引する構図が特徴的です。

リーグ戦中盤におけるホームゲーム1試合におけるアンケー
ト調査に基づくデータであるため、タイミングによる偏りは
ありますが、より多くの話題性を提供できたクラブが数値を
伸ばしている傾向は確認できます。
　トップのC大阪に次ぐ成績を収めた徳島は、クラブとして
初のJ1、四国エリアとして初のJ1といった外部環境が奏功し、
メディア露出を含め地元の注目が集まった結果と推察されま
す。また、3位にランクインした鳥栖は、シーズン序盤でク
ラブ史上初の J1暫定首位となったことや、めずらしい暫定
首位の状態での監督解任劇等で、こちらも話題性が豊富だっ
たことが新規観戦者の獲得に影響したものと思われます。
　Jリーグ全体として新規観戦者、新規サポーターの獲得
は至上命題となっている昨今、各クラブがより多くの話題性
を提供するような BM施策を増やしていくことに加え、リー
グとしてもそれをバックアップする体制を引き続き強化して
いくことが重要です。

客単価
J1 平均は 4,387 円
　2014年シーズンにおけるJ1の客単価の平均値は4,387
円で、前年度比＋18円と目立った増減はありません。
　ここでの客単価は、入場料収入とその他収入をベースに
試算したものであるため、主にサポーターのチケット購入と
グッズ購入の単価合計の KPIになります。当然ながらクラ
ブの売上は単価×数量であるため、単価と数量が共に高い
のが理想ではあります。
　一方で、中長期的な観点からは、継続的に「満員のスタ
ジアム」を創り上げることがクラブ収益の最大化への近道と
考えられることから、単価を調整しつつ、まずは数量（平均
入場者数）を確保するという考え方も合理的です。新潟や
FC東京が、データ上はこのパターンの代表例であり、他の
クラブに比べて客単価が低く、入場者数が相対的に多いク
ラブとなっています。
　なお、中長期的な観点では、ある程度「満員のスタジアム」
に近い状況を作り出せると、客単価も高めに設定できるよう
になるとも考えられます。柏やG大阪が、データ上はこの
パターンの代表例であり、入場者数は相対的に少ないもの
の、客単価を高く保っているクラブとなっています。
　このように、各クラブの客単価戦略も、スタジアムのスペッ
ク等に影響を受ける部分も多く、リーグ、クラブが一体となっ
てBM施策を推進していくべき領域であると考えられます。



経営効率分野では、ビジネス・マネジメント（BM）とフィールド・マネジメント（FM）の関係に焦点を当て、
BM施策が、どのように FMの活動に影響を与えているかを計る KPI をランキングしています。

J1 
Management Cup

甲府は GM 制度を採用し
FMとBM の連携に成功

クラブは勝点 1をいくらで売り、
サポーターは勝点 1をいくらで買ったのか

16 17

勝点１あたりチーム人件費
J1 平均は 34 百万円
　まず、勝点 1あたりチーム人件費ですが、2014 年シー
ズンにおける J1 の平均値は 34.4 百万円となっており、
前年度比＋3.8 百万円と若干増加する結果となりました。
　経営効率という観点からは、この KPI の値は低い方が望
ましいと考えられますが、この KPI はあくまでも相対評価こ
そが重要であるという点に留意が必要です。各クラブにお
いて最も大きな比率を占めるチーム人件費が、いかに効率
的にFM面の結果に結びついているのか、また、共に国内トッ
プリーグを闘う他のクラブとの相対的な位置はどこにあるの
か、それらを客観的に認識することこそが重要です。
その意味で注目すべきは、各クラブ間の差がどれくらいあ
るのか、ということになります。
　2014 年シーズンで最も効率的に勝点を獲得した甲府
は、勝点 1を獲得するために19 百万円のチーム人件費を
かけています。これは、J1平均の約半分の水準です。一方、
勝点 1を獲得するために最もチーム人件費をかけた徳島は
66 百万円となっています。こちらは J1 平均の約倍の水準
です。結果として同じリーグディビジョンでありながら、こ
こにはなんと約 3 倍の開きがあることになります。

Management Cup J1分析
2ndステージ：経営効率

チーム人件費同水準クラブの明暗
　興味深いのは、この 2クラブのチーム人件費水準がほ
ぼ同水準であることと、共に J1 の中でも最もチーム人件
費の低いクラブであることです。その両クラブが両極端の
パフォーマンスを示したことは、決して偶然ではないと我々
は考えています。両クラブとも限られた予算の中で勝点の
獲得を目指し試行錯誤を繰り返していたものと推察されま
すが、特に甲府は財政難がささやかれる中、早くからクラ
ブの事業予算に大きな権限を持たせたGM制度を採用し、
FMとBMをきちんと連携させることに取り組んできたクラ
ブの代表格です。
　3シーズンにわたり同一監督が若手選手を積極活用する
方針の下、最小のコストで最大の成果を実現させることに
成功した形ですが、クラブの方針に沿った監督や選手の獲
得や、下部組織からの選手の補強等は、まさにGM制度が
機能したことの一つの成果と考えられます。そして、この事
実から考えられる一つの示唆は、BMの改善により、FMの
成果を向上させる余地が大いにあり得るということです。
言うまでもなく、この KPI の構成要素は勝点とチーム人件
費です。勝点は FMによる専門分野であるため、BMの影
響が見えにくい分野ではあります。しかしながら実は、チー
ム人件費という接点を通じてBM施策が勝点に影響を与え
ている側面は決して無視できません。
　一般的にはBMの判断で多額のチーム人件費を投入すれ
ば、勝点を多く獲得できる傾向にあることは、過去のデー
タや近年の ACLでの中国、中東クラブの活躍が物語ってい
ます。ただし通常、チーム人件費に投入できる資金は有限
です。特に百年構想を掲げ、地域密着をベースに活動を展
開しているJクラブにおいては、その制約による影響が顕
著に現れる傾向にあります。そのため、各クラブは自クラブ
の相対的な位置付けを客観的に把握することで、いかに限
られた原資で効率的に勝点を獲得するかという、BM施策
に真摯に向き合うことが重要になる、と我々は考えています。

勝点１あたり入場料収入
J1 平均は 15 百万円
　次に、勝点１あたり入場料収入です。2014 年シーズンに
おけるJ1の平均値は14.8 百万円となっており、前年度比
▲ 0.2 百万円と若干減少しましたが、ほぼ同水準の推移と
いう結果となりました。
　この KPI の分析では、①クラブ側から見れば勝点 1をい
くらで売れたのか、②サポーター側から見れば勝点 1をい
くらで買ったのか、という両サイドの観点があることに留意
が必要です。

つまり、クラブ側からすれば、自クラブの勝点 1の価値が適
正水準となっているかを確認するための指標であり、かたや
サポーター側からすれば、勝点 1に自分がいくら払ったのか
という事実から、満足度を確認するための指標となります。

BM が抱えるトレードオフの課題
　その意味では、クラブ側はこの KPIをできるだけ高くした
いと考えますが、サポーター側は逆に低くしたいと考えると
いう、トレードオフの関係を内包する指標といえます。その
適正水準がどこなのか、その正解の無い答えを常に考え続
けることが、BMの課題であると考えます。
　結果的には、2014 年シーズンにおいて勝点 1あたりの
入場料収入が最も多かったのは浦和の 32 百万円であり、
およそJ1平均の倍の水準となっています。逆に最も少なかっ
たのは柏の 8百万円で、こちらは J1平均の約 5割の水準
となっており、両者の差は約 4倍となっています。
　サポーターがこの水準を高いと判断すれば、将来的な来
場者数にはマイナスの影響を及ぼすことになり、逆に安いと
判断すれば、リピーターの増加に繋がる可能性が高くなると
考えられます。その意味で、各クラブの BMはサポーター
の顧客満足度（CS：Custmer Satisfaction）を注視しながら、
この KPI の適正水準を常に模索し続けるという姿勢が重要
になると思われます。
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経営戦略分野は、ビジネスの基礎である投資対効果を計る KPI によるランキングです。
投資には設備に対する投資と、活動に対する投資がありますが、残念ながら現状公表されているデータからは、
設備に対する投資に関する情報は拾うことができません。
しかしながら、活動に対する投資については、公表されているデータからいくつか拾うことが可能です。

Management Cup J1分析
3rdステージ：経営戦略

売上高・チーム人件費率
J1 平均は 47%
　まず、売上高・チーム人件費率です。2014年シーズンに
おけるJ1の平均値は47%となっており、前年度比＋1%と、
ほぼ前年と同水準で推移する結果となりました。
　ビジネス・マネジメント（BM）の側面から捉えた場合、ク
ラブにおけるチームは、事業活動に不可欠な最重要資産で
す。チームというこの最重要資産を直接的・間接的に活用
することで、クラブはスポンサー料収入や入場料収入、グッ
ズ販売収入等、様々な種類の収益を獲得することができる
のです。
　そして、その最重要資産を活用するための費用がチーム
人件費であることから、その費用は会計上、売上原価という
ことになります。つまり当該 KPI は、売上に対する原価率に
相当するものとなります。
　一般的にクラブ経営においては、売上高・チーム人件費
率の値を50%を超えない範囲にできるのが望ましいと言わ
れています。その意味では、J1の 18クラブ中、13クラブ
がこの KPI の値を50%以下に抑えられているため、概ね健
全な状態であると判断できます。

60% 超えは柏と鳥栖
　2014 年シーズンにおいて最も売上高・チーム人件費率
の高かったのは柏の 65%、次いで高かったのは鳥栖の 62%
という結果で、60%を超えたのはこの 2クラブのみでした。
　J1クラブの平均チーム人件費は約 1,500 百万円であり、
一定の目安として、J1で闘い続けるためには、それ相応の
チーム人件費が必要であるということが分かります。鳥栖に
ついては売上合計が J1で 2番目に小さい1,885 百万円で
あったことから、必然的にKPI の値が高くなったものと推察
されます。そして、柏については伝統的にチーム人件費を
厚くする傾向にあり、2014 年シーズンにおけるチーム人件
費の金額も2,059 百万円で J1トップとなっています。
　一般的には、この KPI の値は低く抑えられた方が経営上
は望ましいと考えられますが、それこそまさに戦略的に投資
の意味をもってこの KPI の目標数値を設定するクラブもあり
ます。そのような事業規模の拡大を狙うといったクラブの存
在は、リーグ経営からすると望ましいとも考えられます。
　大事なのはリーグもクラブも共に持続可能な事業規模拡
大を実現していくことだと我々は考えています。そのため
には中長期的な戦略に基づく経営が不可欠ですので、この
KPI の示す値の意味を、それぞれの経営者が自分事として
捉えていく姿勢が肝要かと思われます。

販管費 100 万円あたり入場料等収入
J1 平均は 120 万円
　次に、販管費 100 万円あたり入場料等収入です。2014
年シーズンにおけるJ1の平均値は120 万円となっており、
前年度比約▲10 万円と、大きく悪化する結果となりました。
　この KPI は、販売費および一般管理費として処理されて
いる費用が、どの程度の収入に結びついているかを示す指
標です。なお、対象とした収入からは、広告料収入、Jリー
グ配分金、アカデミー収入を外し、入場料収入とその他収
入のみとしています。なぜならば、広告料収入には責任企
業からの支援的な意味合いを含む金額が含まれる傾向があ
るため、単純に比較すると正常収益力をミスリードしてしま
うリスクがあるからです。また、Jリーグからの配分金は、
基本的に同一リーグは同一水準で分配される性質が強く、
販管費との相関関係がそれほど強くないため外しています。
そして、アカデミー関連収入は、アカデミー関連費用と個
別に対応させるべき性質を持つため外しています。

その他収入に隠れたグッズ収入
　2014 年シーズンにおいて最も効果的に販管費を活用し
ていたのはC大阪で175 万円、最も苦戦していたのが大
宮の 75 万円でした。C大阪は中でも、その他収入の値を
540 百万円から1,172 百万円と倍増させることに成功し
ています。他クラブにおける開示情報から類推するに、こ
の伸びの原因はグッズ販売の伸びによるものと推察されま
す。販売費および一般管理費の値は873百万円から1,159
百万円と1.3 倍に留まっていることに鑑みると、とても効果
的に販促費用を活用していたことになります。
　一方の大宮については、収入の大半の約 7 割が広告料
収入であることに加え、バックオフィス業務等を行う間接部
門人員の人件費は固定費として最低限発生してしまうことか
ら、前年に引き続き、KPI の値としては厳しい水準となって
しまっているものと考えられます。
　クラブにとって、入場料収入は「満員のスタジアム」を目
指す上でもベースとなる収入であり、また、グッズ販売収
入は、単なる物品販売の域を超え、サポーターにクラブ関
連グッズを所持させることによるチームへの帰属意識の促
進といった効果も期待できるため、いずれも金額以上に非
常に重要な意味を有しています。
　その意味でも、各クラブはこの KPI の水準を具体的な
行動戦略とセットで注視していくことにより、より効果的な
ビジネスの拡大に繋げていく際の目安とすることができる
のです。
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浦和と甲府の売上高主要内訳
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売上高
J1 平均は 3,294 百万円
　2014年シーズンにおけるJ1の売上高の平均値は3,294
百万円となっており、前年度比＋216 百万円と、増加傾向
で推移する結果となりました。
　J1で最も事業規模の大きな浦和の売上高は5,854 百万
円であり、最小事業規模の甲府の 1,518 百万円と比較す
ると約 4 倍近くの事業規模の開きがあります。浦和の売
上高の内訳を見ると、最も多いのが広告料収入で 2,380
百万円（約 40%）、次いで入場料収入が 1,982 百万円（約
33%）、グッズ収入が 788 百万円（約 13%）と続いています。
　一方の甲府は、最も多いのが広告料収入で 749 百万円
（約 49%）、次いで入場料収入が 422 百万円（約 27%）、
Jリーグ配分金が 191百万円（約 12%）となっています。
　ここで注目なのは、両クラブにおける構成比率の3番目
の収入項目です。いずれも事業規模の 10% 超の比率を占
める収入項目ですが、浦和の場合その内容はグッズ収入と
いう自助努力により直接的なコントロールが可能な性質の
収入であるのに対し、甲府の場合その内容は Jリーグ配分
金という、自助努力では直接コントロールすることは難しい
性質の収入となっています。

財務状況分野は、クラブの財務状況を端的に示す KPI によるランキングです。
財務状況のうち、事業規模を表す売上高とその成長率、事業の安定性を表す自己資本比率が対象となっています。

Management Cup J1分析
4thステージ：財務状況

　実はここに、Jリーグの抱える課題の一つが現れていると
考えられます。
　現状の Jリーグでは、J1においてすらも、どのクラブも
経営的に余裕があるわけではない状況と考えられます。だ
からこそ、クラブ側からリーグに対する配分金の増加を含
めたビジネス拡大の要請が絶えません。そしてそれを受け、
リーグも主体的にビジネスインフラを整える活動を推進す
るため、社員である各クラブからの合意を取り付けようとい
う意識が明らかに強くなっている状況と思われます。

配分金の温度差
　一方で Jリーグ配分金は、リーグ協賛スポンサーからの
収入や、放映権料を原資として各クラブにリーグから分配し
ている資金であるため、この比率が高いクラブほど、Jリー
グへの資金的依存度が高いクラブということになります。こ
の傾向は当然ながら、事業規模の小さなクラブ（主に地方
都市型クラブ）ほど強くなります。一方で、事業規模の大
きなクラブについては資金的依存度は小さいものの、リー
グ収入の柱である放映権等への貢献度は大きいという構造
になっています。そのため、配分金の金額は約 2億円とほ
ぼ均等であっても、クラブによってその意味合いやリーグの
配分金制度に対する想いが大きく異なる状況にあると考え
られます。この利益相反関係が、リーグ、各クラブが共に
目指すべき、マーケット規模の拡大を阻害する一つの要因
になっているとも考えられます。
　リーグ側は配分金のあり方の改革に着手しており、クラブ
側もリーグ全体のマーケット規模の拡大が、最終的には自
クラブの収益拡大に結びつくことになるという中長期的な視
点で経営に臨むのが望ましいと思われます。

売上高成長率
J1 平均は 10％
　2014 年シーズンにおけるJ1の売上高成長率の平均値
は10.3%となっており、前年度比＋1.3%となっています。

　2014 年シーズンに J1に昇格したG大阪、徳島、神戸
の 3クラブが成長率トップ 3となっている事実は、J1とJ2
のマーケット規模には大きな差があることを示していると考
えられます。
　その意味でも、安定的な経営を目指す J1の各クラブに
とって J2に降格することは、単に戦いの主戦場が変わると
いうFM的な発想だけでなく、BM的な観点からもビジネ
ス環境の大きなマイナスの変化をもたらす可能性が高いた
め、何としても避けたいという強いインセンティブが働くこ
とになります。
　この点についても、リーグは降格システムの有り方を含め、
降格クラブへの対応を検討して行く必要があると思われま
す。突発的な要因による降格を防止する複数年の成績を対
象とした降格制度を採用しているメキシコや、降格クラブに
対する臨時の手当てを支給する制度を採用しているアメリカ
の例もあり、幅広に可能性を探ることが有益と考えます。

自己資本比率
J1 平均は 37％
　2014 年シーズンにおけるJ1の自己資本比率平均値は
37.3%となっており、前年度比＋17.5%と、大幅改善といっ
た結果となりました。
　最も大きな要因は、今期から具体的に運用が開始された
クラブライセンス制度におけるファイナンシャル・フェア・プ
レー（FFP）基準です。この基準により、3期連続の赤字、
もしくは債務超過となったクラブは、Jリーグへの参加資格
を失うということになりました。
　各クラブが FFP 基準を達成するため、収益の確保と、増
資等を含めた財務健全化に努めた結果、全てのクラブが債
務超過を解消することに成功し、結果として自己資本比率の
大幅な改善に繋がったものです。
　特に前年度に債務超過であった横浜 FMと鳥栖が債務超
過を解消したことによる影響が大きいと言えますが、各クラ
ブは今後も継続的な収益の確保と財務健全化に努めなが
ら、ビジネス規模拡大のための投資も実行していくという、
非常に難しい課題に向き合っていくことになります。リーグ
もクラブライセンス事務局を中心にバックアップ体制を整え
ている状況でもありますが、業界全体としてビジネス化を推
進していく取り組みを今後も継続していくことが重要である
と考えます。
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J1 優勝クラブ分析
浦和レッドダイヤモンズ

Urawa Red Diamonds

　ビジネス・マネジメント（BM）分野における成績を示す
2014 年シーズンの Jリーグマネジメントカップ（JMC）に
おいて、J1で優勝を飾った浦和。同シーズンでは、フィー
ルド・マネジメント（FM）分野においても J1準優勝と結果
を出しています。
　クラブ経営において重要な両輪となるBMとFMにおい
てバランスの取れた結果を出した浦和における取り組みの
舞台裏を、NewsPicks の協力も得ながらインタビューを実
施し、デロイト トーマツ独自の切り口で分析しました。

浦和のトリプル A プラン
　浦和は、クラブとして以下の活動理念を掲げています。
　① 社会の一員として青少年の健全な発育に寄与
　② 地域社会に健全なレクリエーションの場を提供
　③ さいたまから世界に向けて開かれた窓
他の Jクラブも同様ですが、JクラブはすべからくJリーグ
の掲げる百年構想事業に協賛する形で事業活動を展開して
いる事業体です。そのため、活動理念にもその色が濃く顕
われており、地域密着型の経営を展開しています。
　そしてこの活動理念を実現させるための方策として、以
下のトリプル Aプランを掲げています。
Asia No.1（強くて魅力あるクラブ）
Area Only1（地域の誇りとなるクラブ）
Accountability 1st（自立し責任あるクラブ）
我々が注目したのは、3つ目のAccountability 1st の部分
です。社長の淵田氏からは、次のようなコメントがありました。
　「スポーツクラブの目的は利益の最大化ではなく、最適化
（オプティマイズ）です。」
　このコメントは、一般的な企業の経営とスポーツクラブの
経営の違いを端的に表しています。
　つまり、一般的な株式会社は利益の最大化が株主の最大
の関心事であり、その先の配当による投資対効果こそが絶
対的な評価軸となるのですが、現状のスポーツクラブにお
いては、利益の最大化よりもチームの強化のほうが重視さ
れるという現実があるということです。

　このことを無視して一般的な企業の経営の物差しをそのま
ま当てはめるようなことをすると、クラブ内に軋轢が生じたり、
関係者のモチベーションが低下したりといった問題がすぐに
生じてしまいます。スポーツクラブのマネジメントはこのこと
をしっかりと認識する必要があります。
　浦和はまた、クラブとしての責任を果たすための情報発信
として、Jリーグから求められている経営情報の開示とは別に、
自クラブのHPにてより詳細な経営情報の開示を実施してい
る数少ない Jクラブの一つです。

体育とスポーツの違いに対する挑戦
　利益の最大化よりもチームの強化が重視されるという傾
向は、特に日本において顕著です。日本では長らく体育＝ス
ポーツと解釈されて来た歴史的背景があるため、教育の一
環としての体育（≠スポーツ）でビジネスを行うという発想
に抵抗感を抱く人々が未だ数多く存在します。
　しかしながら一方で、スポーツクラブが独立採算で自立し
た経営を永続的・安定的に実施していくためには、一定程
度の利益の確保が必要不可欠です。そしてクラブは、スポー
ツというコンテンツを通じてステークホルダーに様々な感動
や付加価値を提供することを事業としている以上、その対
価として正当な報酬を受け取ることは、本来ごく当然のこと
であると言えます。教育に対して支払う学費等の対価と何ら
変わりはありません。
　スポーツにおけるドラマやアスリートの真摯な姿勢等を通
じて、我々は多くのことを学ぶことができます。その対価と
して適切な報酬を支払うことが当たり前となる文化を築き
上げていくことが、中長期的に我々のQOL（Quality Of 
Life）を向上させることに繋がるのです。浦和のオプティマ
イズという考え方は、その代表的なものと考えられます。

事業規模拡大への布石
　また、淵田社長はこうも言っています。
「今、最もやりたいことはクラブへの投資です。まずはトップ
チームへの投資、次に育成への投資、そしてスタジアムへ
の投資です。」
　トップチームへの投資という面では、2014 年シーズンで
3期目となる同一監督の下、FM面では一貫した強化方針
をぶれずに継続してきたことにより、勝点を2012 年シーズ
ンの 55から58、62と着実に増やすことに成功しています。
2011 年シーズンにクラブの強化方針がぶれてしまい、監
督を短期間のうちに交代させ、混乱してしまった経験を糧に、
腰を据えた取り組みに切り替えたことが奏功した格好です。

このトップチームへの投資をクラブは今後も継続していく方
針です。
　また、育成への投資という面では、淵田社長が持つ人事
畑の経験が活きています。トップチームの強化には技術面
だけでなく競技に取り組む姿勢や周囲への気配り等、人間
力も欠かせないとの考え方から、ユース世代の選手教育に
より力を入れていく方針です。さらに興味深いのは、育成
への投資の範囲を一般のクラブスタッフまで含めている点で
す。「自律、自立、行動」というモットーをクラブ全体に浸透
させるべく、クラブ内での研修制度を整備していく方針です。
　そして、スタジアムへの投資という面では、行政への地道
な働きかけを含め、観戦環境の改善に力を入れていく方針
です。ホームスタジアムのさいたまスタジアム2002には
ゴール裏に屋根が無く、雨の日にはサポーターがずぶ濡れ
になりながら応援しているという状況のため、これを改善し
たいとの想いがあります。加えて、毎試合 Jリーグ屈指の入
場者数を誇るホームゲームでは、試合後の交通手段が限ら
れていることから、鉄道も道路も大渋滞となってしまうことが
課題となっているため、これを解消するための対策も、行政
と協力して推し進めていくことを検討しています。

浦和の強みと課題
　浦和が JMCで毎回上位争いに絡める要因は、Jリーグ
屈指の入場者数にあります。
　2014 年シーズンまで、9 年連続でトップを誇る平均入
場者数がその源泉です。2014 年シーズンにおける1試合
あたりの平均入場者数は 35,516 人と、J1リーグの平均
17,240 人の倍以上の入場者数となっています。浦和はこ
のリーグ随一の入場者数により入場料収入でも19.8 億円
で J1トップとなっており、2位の横浜 FM（9.5 億円）の倍
以上の規模となっています。
　さらに、それに連動する形でスポンサー収入でも 23.8
億円を計上、名古屋の 24.7 億円、大宮の 24.0 億円に次
いで 3 位となっています。ここで興味深いのが、名古屋、
大宮のスポンサー収入が、主に責任企業（大株主）グルー
プからのスポンサー料であることに比べ、浦和のトップスポ
ンサーは責任企業ではないという点です。もちろん責任企
業からのサポートもありますが、それだけに頼らない経営を
目指して取り組んでいるという姿勢が、ここにも表われてい
るものと思われます。
　一方で、浦和の課題はスタジアム集客率です。
　2014 年シーズンにおける浦和のスタジアム集客率は
55.8%となっており、J1リーグ平均の 58.2%すら下回る

結果となっています。これは行政が所有する大規模スタジ
アムをそのまま活用するしかない Jリーグの構造的課題と
も考えられますが、平均入場者数に比べ過大な規模のスタ
ジアムをホームとして使用する場合、どうしても「満員のス
タジアム」にはなりにくい状況となってしまいます。デロイト 
トーマツの調べでは、浦和が 2014 年シーズンで「満員の
スタジアム」（集客率 80% 以上の試合）を達成したホーム
の試合は17試合中3試合であり、最大値は89.1%でした。
逆に集客率のワースト3試合（無観客試合は除く）は平均
すると36.5%、最低値は31.4%となっており、人数にして
36,781人もの開きがあります。

　デロイトUK が毎年発行しているFootball Financeに
よると、英プレミアリーグにおけるスタジアム集客率はリー
グ平均で96%となっており、最も集客が悪かった試合だけ
の平均でも85%台となっています。このデータは、人気カー
ド、不人気カードにほとんど差が無く、常にどの試合も「満
員のスタジアム」が創出されていることを示しています。
　「満員のスタジアム」は世間の注目を集めるだけでなく、
広告価値も押し上げます。また、スタジアムに入れないサ
ポーターが一部生じることで、チケット価格の適正化や、放
映権の価値向上といった効果も見込まれます。このことから、
「満員のスタジアム」を創出することが、いかにスポーツビ
ジネス上重要なことかが理解できると思います。
　一方でこのデータは、J1において圧倒的な存在感を放っ
ている浦和でさえまだまだビジネス上の伸び代があるという
ことを示すものとなっています。さらに言えばこのロジックは、
他の Jクラブにも共通して当てはまる課題であり、CRM戦
略の重要性を浮き彫りにする結果とも言えるでしょう。
　淵田社長は 2014 年シーズンから「REX CLUB」という
独自のメンバーシップ制度を開始しており、この課題に正面
から取り組む姿勢を明確にしています。
　今後の浦和の成果に注目したいと思います。
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　J2におけるManagement Cup 2014の優勝クラブは松本となりました。

　松本はマーケティング、財務状況分野では共に1位、経営効率、経営戦

略分野では共に2位となっており、準優勝の磐田に大きく水をあけての優勝

となっています。

　松本は地域密着を徹底した、責任企業を持たない市民クラブの代表格とし

て認識されているクラブです。特にホームスタジアムのアルウィンは約 2万

人収容の球技専用スタジアムであり、その規模感も功を奏して、試合観戦

時の臨場感や非日常感を高いレベルで感じられる環境となっており、BM施

策の効果が出やすい状況であったことも勝因の一つと考えられます。

J-League Management Cup 2014

J2
Ranking

松本、圧倒的大差で優勝 !!



J2 
Management Cup

BM、FM 一体となった改革で、
平均入場者数増加

山形は、共同経営などの形態にシフトし収入増加
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マーケティング分野では、興行ビジネスにおいて、我々が最も重要と考える「満員のスタジアム」に影響を及ぼす
KPI を中心にランキングしています。

Management Cup J2 分析
1st ステージ：マーケティング

平均入場者数
J2 平均は 6,589 人
　2014年シーズンにおけるJ2の平均入場者数の平均値は
6,589 人となっており、前年度比▲76人とほぼ同水準では
ありますが若干減少する結果となりました。その要因として
は、2013 年シーズンに22クラブ中 5クラブあった平均 1
万人越えのクラブ数が、2014 年シーズンには 2クラブに
減少してしまっていることが挙げられます。すなわち、J1と
J2 の入れ替えによって生じた大規模クラブの J2 離脱です。
J1に昇格したG大阪、神戸はいずれも入場者数が 1万人
を超えるクラブであったのに対し、代わりに J2に加入した
磐田、湘南、大分がそれぞれ8千人規模の入場者数に留まっ
たことが要因となっていると考えられます。
　逆に、その穴を埋める役割を担ったのが、松本と岐阜の
2クラブです。松本は前年比＋1,692 人と、着実に入場者
数を増やしています。従来より地域密着・地域発祥で取り
組んできたホームタウン活動に加え、J1昇格争いによる注
目度のアップにより、元々 1万人を超えていた KPI を更に
伸ばした格好です。また、岐阜に関しては、前年比＋3,058
人、率にして＋68%という驚異的な増加を達成しています。
こちらは地元岐阜県出身の若手ビジネスマンが社長に就任
し、BM、FM一体となった改革を断行したことが大きな要
因となっています。債務超過解消のために新たな大株主と
なった責任企業からの人選ではありますが、社長就任と同
時に「15,000人プロジェクト」を開始、有名監督・選手の
獲得、クラブ職員の意識改革まで、まさにBM施策によって
実現した大幅な入場者数の向上という成果であったと推察さ
れます。

　なお、日本代表クラスの選手を複数抱えるG大阪の選
手が注目を集めることにより、他クラブの入場者数に好影
響を与えるといった「G大阪効果」については、2014 年シー
ズンでは同じく日本代表クラスの選手を複数抱える磐田が
その代役を担った形となり、その効果によるKPI 低下の影
響は最小限に抑えられたものと推察されます。

スタジアム集客率
J2 平均は 34 %
　2014 年シーズンにおけるJ2 のスタジアム集客率の平
均値は33.7%で、前年度比＋0.7ポイント微増という結果
となっています。
　J2 の中で最も集客率が高かったのは松本の 62.4%でし
た。松本は入場者数でも J2トップの成績を収めており、立
ち見席を含めて約 2万人収容でフットボール専用という適
正規模のホームスタジアムが KPI を押し上げる要因の一
つとなっています。特に2014 年シーズンの最終節では
18,496 人を集め、KPI も 90.7%を記録しています。この
水準は J1のクラブでもあまり見られない水準であり、松本
のポテンシャルの高さを示すデータと言えます。
　逆に J2 の中で最も集客率が低かったのは讃岐の 14.9%
でした。讃岐は JFL からの新規参入ではありますが、ホー
ムスタジアムは松本より大きい 2.2 万人収容の陸上競技場
となっており、集客力とスタジアム規模のミスマッチが KPI
を押し下げる要因となってしまっています。最も値の高かっ
た J2 参入初のホーム開幕戦では10,421 人を集めたもの
の、KPI は 46.7%に留まる結果となっています。
　Jリーグはクラブライセンス制度により、J2クラブのホー
ムスタジアムには最低 10,000 人収容という基準を義務付
けています。当然全ての J2クラブがこの基準を満たしてい
る一方で、平均入場者数が 10,000 人を切っているクラブ
が全体の 9割に当たる20クラブもあり、また、スタジアム
の集客率が平均すると約 3割という状況に鑑みれば、根本
的にスタジアムのあり方を見直すタイミングに来ているとも
考えられます。

新規観戦者割合
J2 平均は 7.1%
　2014 年シーズンにおけるJ2 の新規観戦者の平均値は
7.1%で、前年度比▲ 1.5 ポイントとこちらもほぼ同水準
ではあるものの減少する結果となっています。
　当該 KPI に関しては、2013 年シーズンは JFL から J2
に新規参入した長崎が 54.8%という驚異的な値を記録し
た結果、平均値を2.5ポイント押し上げている構造でした。
2014 年シーズンでも同様に JFL から J2に新規参入を果
たした讃岐が 34.6%という高水準の値を記録しています
が、結果的に平均値は約1.0ポイント減少する結果となって
います。考えられる要因としては、やはり2013 年シーズン
の「G大阪効果」の影響と考えられます。当該 KPI は対象
シーズンに初観戦したサポーターの割合を集計しているとい

う性質上、前年の「G大阪効果」によりスタジアムを訪れた
多くのサポーターがリピーターになっているような場合には、
2014 年におけるKPI の値を押し下げる効果もあります。そ
の意味では、前述の松本や岐阜がそれぞれ10.8%、19.2%
とKPI を高い水準で維持できたことで、平均値の減少を最
小限に食い止めることができたと見ることもできます。
　そしてここから得られる示唆としては、既存の Jクラブで
も BMの施策如何では新規参入者を伸ばす余地が十分に
あること、また、Jリーグへの新規参入クラブには参入時・
昇格時に新規参入者を伸ばすための強力な追い風が吹くこ
と、の 2点であると思われます。
　現在の Jリーグが抱える新規観戦者、新規サポーターの
獲得のヒントが、ここには示されていると考えます。

客単価
J2 平均は 3,021 円
　2014年シーズンにおけるJ2の客単価の平均値は3,021
円となっており、前年度比＋350 円と＋13%の伸びを記録
しています。
　2014 年シーズンの J2において最も客単価が高かったク
ラブは山形で 7,643 円でした。入場者数は減ったものの、
その他収入を前年度のほぼ倍に増やし、客単価は前年度比
＋81%とすることに成功しています。公開情報が限られて
いるため詳細は不明ですが、山形は2013 年 6 月からコン
サルティング会社と連携したクラブ経営を開始しており、こ
れまで Jリーグ唯一の非営利法人で運営していた形態から、
株式会社と非営利法人の共同経営といった形態にシフトして
います。それを機に指定管理者事業にも進出する等、BM
施策がその他収入を押し上げ、KPI の増加に繋がったもの
と推察されます。
　もう1クラブ、KPI の平均値を押し上げたのが磐田であり、
その値は 6,426 円でした。磐田は Jクラブ屈指の 2 万人
を超えるサポーターズクラブ会員数を誇っており、そこから
の年会費収入が単価を押し上げている一要因であると考え
られます。
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BMと FM の連携こそが重要

サポーターの顧客満足度を注視しながら、
KPI の適正水準を常に模索する
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経営効率分野では、ビジネス・マネジメント（BM）とフィールド・マネジメント（FM）の関係に焦点を当て、
BMの活動が、どのように FMの活動に影響を与えているかを計る KPI によるランキングです。

Management Cup J2 分析
2ndステージ：経営効率

勝点１あたりチーム人件費
J2 平均は 8 百万円
　まず、勝点 1あたりチーム人件費ですが、2014 年シー
ズンにおけるJ2 の平均値は7.9 百万円となっており、前年
度比＋0.3 百万円と若干増加する結果となりました。
　2014 年シーズンで最も効率的に勝点を獲得したのは群
馬でした。群馬は勝点 1を獲得するために3.4 百万のチー
ム人件費をかけたことになっています。これは、J2 平均の
半分以下の水準です。一方、勝点 1を獲得するために最も
チーム人件費をかけたのは磐田でした。磐田は勝点 1を獲
得するために20.2 百万円をかけたことになります。こちら
はJ2平均の約2.6倍の水準です。結果として同じリーグディ
ビジョンでありながら、ここにはなんと約 6倍の開きがある
ことになります。
　また2014 年シーズンは、チーム人件費総額で比較する
と、群馬が最小の 168 百万円であり、磐田が最大の 1,352
百万円となっています。結果的には、チーム人件費総額の
大小が、そのままKPI の値の大小に反映されている形となっ
ており、一見すると磐田が人件費をかけ過ぎたかのような
外観となっています。

J2 は最もチーム人件費格差のあるリーグ
　実はここが、BMの観点からJ2 のクラブを経営していく
際に留意しなければならないポイントであると我々は考えて
います。磐田の KPI が異常値かと言うと、必ずしもそうと
はいえないデータがあります。過去のデータを参照してみ
ると、2013 年シーズンに1年での J1 復帰を果たしてい
るG大阪は、チーム人件費として1,486 百万円を投じてお
り、KPI の値は 17.1 百万円でした。同様に1年での復帰
を果たした神戸も1,160 百万円を費やしており、KPI の値
は14.0 百万円と、いずれもチーム人件費総額では1,000
百万円以上を注ぎ込み、KPI は 10 百万円を超えた値となっ
ています。すなわち、J1から降格したクラブが 1年での
J1 復帰を目指す場合、BMの判断で意図的にチーム人件
費に投資するケースが多いという傾向があります。磐田も
1年での J1 復帰を至上命題に掲げていたこともあり、意
図的にチーム人件費に投資をしていたものと推察されます。
残念ながらトップチームの成績が思うように伸びず、KPI の
値を押し上げる要因となってしまいましたが、J1自動昇格と
なる2位以内を確保するために必要な勝点の目安を80 点
とすると、そこから逆算した場合の磐田の想定 KPI は 16.9
百万円となり、前年度のG大阪と同水準となる試算です。
　2014 年シーズンにおけるJ1におけるチーム人件費の平
均が 1,506 百万円であることに鑑みれば、J1昇格・定着
を狙うクラブとしては妥当なチーム人件費水準であったと見
ることもできます。
　一般的には BMの判断で多額のチーム人件費を投入す
れば、勝点を多く獲得できる可能性が高まるのは事実です。
一方で、原資が限られた状況においては、いかに効率的に
勝点を獲得するかという課題に対するBMとFMの連携こ
そが重要になってきます。その意味で、当該 KPI は値の優
劣のみを判断するのではなく、PDCA サイクルを回してい
く際に、経営者の経営方針との整合性を確認するための重
要な指標としてこそ、意味を持つものと考えます。

勝点１あたり入場料収入
J2 平均は 3 百万円
　次に、勝点 1あたり入場料収入です。2014 年シーズン
におけるJ2 の平均値は3.2 百万円となっており、前年度比
＋0.2 百万円と微増しましたが、ほぼ同水準の推移という
結果となりました。
　この KPI の分析では、①クラブ側から見れば勝点 1をい
くらで売れたのか、②サポーター側から見れば勝点 1をい
くらで買ったのか、という両サイドの観点があることに留意
が必要です。（詳細は J1分析を参照）
　結果として、2014 年シーズンの J2クラブにおいて勝点
1あたりの入場料収入が最も多かったのは札幌の 6.6 百万
円であり、およそ J2 平均の倍の水準となっています。逆に
最も入場料収入が少なかったのは北九州の 1.2 百万円で、
こちらは J2 平均の約 4 割の水準となっています。両者の
差は約 5.5 倍となっています。

重要なのは顧客満足度
　札幌は2014年シーズンではJ2で 2番目に多い11,060
人という平均入場者数を記録しました。それもあり、入場料
収入はJ2クラブでトップとなる390百万円を計上しました。
その反面、FM面では十分な結果が伴わず中位に甘んじて
しまったことが、当該 KPI を一層押し上げる要因となって
います。その意味では、クラブ側からは勝点 1を高く売れ
たことになりますが、その分サポーター側からは割高感が
あったことが想定され、結果的にはサポーターの顧客満足度
（CS：Customer Satisfaction）に悪影響があった可能性
が否定できません。
　一方の北九州は、平均入場者数では 3,622 人で J2 の
22クラブ中 21位、入場料収入も79 百万円で 20 位でし
たが、FM面では好調を維持したことが、結果的にKPI を
押し下げる要因となりました。その意味では、CSには大き
く向上したものと思われますが、クラブ側としては今後この
向上したCSを維持しながらリピーターを増やし、どのよう
に収益に結び付けていくのかが課題になると思われます。
　上記のデータが示すように、各クラブの経営者はサポー
ターの CSを注視しながら、この KPI の適正水準を常に模
索し続けるという姿勢が非常に重要となります。そしてこの
ことは、クラブ経営にTry & Error の精神とPDCA サイ
クルの導入が不可欠であることを暗に示すものでもあると
我々は考えています。
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讃岐は、BM 面の対応強化で自治体の支援を取り付け、入場料収入４倍

岐阜は、戦略的な BM 施策で改善を図り
営業収入増加
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経営戦略分野は、ビジネスの基礎である投資対効果を計る KPI によるランキングです。
我々は活動に関する投資に焦点を当て、「売上高・チーム人件費率」と、「販管費 100 万円あたり入場料等収入」という、
各クラブの経営戦略が色濃く現れる傾向の強い 2つの KPI について分析しました。

Management Cup J2 分析
3rdステージ：経営戦略

売上高・チーム人件費率
J2 平均は 39%
　まず、売上高・チーム人件費率です。2014年シーズンにおけるJ2の平均値は39%となっ
ており、前年度比▲2ポイントと微減したものの、ほぼ前年と同水準で推移する結果となり
ました。
　一般的にクラブ経営においては、売上高・チーム人件費率の値が 50%を超えない範囲と
できるのが望ましいと言われています。その意味では、J2 の 22クラブ中、岐阜を除く21
クラブがこの KPI の値を50%以下に抑えられているため、概ね健全な状態であると判断で
きます。
　2014 年シーズンにおいて最も売上高・チーム人件費率の高かった岐阜の値は61%でし
た。これは前述のとおり、2013 年シーズン決算における債務超過を解消する過程で、新た
に責任企業となった大株主からの出資等を活用した大胆な強化戦略の一環であり、チーム
人件費を前年度の241百万円から倍以上の503百万円に増額したことが大きく影響してい
ます。チーム人件費の増額と歩調を合わせて実施された15,000 人プロジェクト等の戦略
的な BM施策により、入場料収入も前年度の 74 百万円から140 百万円と倍増、広告料収
入やアカデミー収入等もそれに呼応して増加しています。その結果、営業収入は前年度の
576 百万円から831百万円にまで増加させており、チーム人件費の増加分をほぼ吸収する
水準まで伸ばすことに成功しています。
　結果的にはその他の経費の増分が吸収しきれず 2014 年シーズンの決算でも63 百万円
の赤字を計上してはいますが、純資産ベースでは増資の影響でまだ余裕があり、2014 年
シーズンに投資した成果を来期以降着実に収入に繋げていくことができれば、安定経営の
路線に乗せることは可能であると思われます。
　このように、チームという最重要資産を直接的・間接的に活用することで、クラブはスポ
ンサー料収入や入場料収入、グッズ販売収入等、様々な種類の収益を獲得することができ
るのです。そして繰り返しになりますが、戦略的に投資の意味をもってこの KPI の目標数値
を設定し、事業規模の拡大を狙うといったクラブの存在は、リーグ経営からすると望ましいと
も考えられます。
　大事なのはリーグとクラブが共に持続可能な事業規模拡大を実現していくことであるとす
るならば、この KPI の示す値の意味を、それぞれの経営者が自分事として捉えていく姿勢
が肝要であると考えます。

販管費 100 万円あたり入場料等収入
J2 平均は 112 万円
　次に、販管費 100 万円あたり入場料等収入です。2014 年シーズンにおけるJ2 の平均
値は112 万円となっており、前年度比＋5万円と、僅かではありますが増加する結果となり
ました。
　この KPI は、販売費および一般管理費として処理されている費用が、どの程度の収入に結
びついているかを示す指標です。なお、対象とした収入からは、広告料収入、Jリーグ配分金、
アカデミー収入を外し、入場料収入とその他収入のみとしています。（詳細は J1分析を参照）
2014 年シーズンにおいて最も効果的に販管費を活用していたのは讃岐で、販管費 100 万
円あたりの入場料等収入は165 万円となっていました。逆に最も苦戦していたのは京都の
69 万円でした。
　讃岐は JFL からの参入時に Jリーグ側から多くの指導を受けBM面の対応を強化し、自
治体からの強力な支援を取り付けた上で、チケットの無料配布を大幅に抑制した結果、入場
料収入が前年度比で約 4倍の 104 百万円を達成できたのが KPI を押し上げた要因の一つ
であると想定されます。

　一方の京都は、前年度と同水準の販管費を投入していますが、FM面でのトップチームパ
フォーマンスの低迷や監督交代劇等の影響で入場者数が伸び悩み、入場料収入やグッズ販
売が落ち込んだことが KPI を押し下げた要因となっていると思われます。
　もう一つ興味深いデータとして目に付くのが、前年度におけるKPI の値が J2クラブで
唯一 200 万円を越えていた山形の動きです。前述のとおりコンサルティングファームとの
共同運営体制となった 2014 年シーズンの当該 KPI は、前年度比▲80万円と大幅減の
129万円となっています。BM施策による新規事業の開始等の影響で販管費は前年の約2.5
倍強となりましたが、その果実であるその他収入は前年の約 2倍弱の伸びに留まっています。
また、FM面では最終的に J1昇格プレーオフ圏内にギリギリ滑り込んだものの、リーグ戦
期間中の入場者数は前年を下回り、入場料収入に至っては前年の 9割と減少してしまってい
ます。結果として、KPI の値は大きく下振れしてしまっていますが、2014 年シーズンに実施
したBM施策の効果は翌期にも継続して表われるものと推察されます。単年度の KPI のみ
で成否を判断するのではなく、各クラブの経営方針との兼ね合いの中で当該 KPI の目標値
をどこに置くのか、経営者は常に意識しておくことが重要と考えます。



J2 
Management Cup

財務状況分野は、クラブの財務状況を端的に示す KPI によるランキングです。
財務状況のうち、事業規模を表す売上高とその成長率、事業の安定性を表す自己資本比率が対象となっています。

Management Cup J2 分析
4thステージ：財務状況

讃岐の売上高成長率への貢献度

BM 施策により多くの収益を確保
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売上高
J2 平均は 1,117 百万円
　まず、売上高ですが、2014 年シーズンにおけるJ2 の
平均値は1,117 百万円となっており、前年度比＋29 百万
円と、増加傾向で推移する結果となりました。
　2014 年シーズンにおいて J2で最も大きな売上高を記
録したのは磐田でした。金額としては3,027 百万円であり、
J2 最小売上高の水戸の 518 百万円と比較すると約 6倍弱
の事業規模の開きがあります。
　Jリーグから公表されている売上高の内訳は「広告料収
入」「入場料収入」「配分金」「アカデミー収入」「その他収
入」の 5分類とされています。磐田の売上高の内訳を見る
と、最も多いのが広告料収入で1,583 百万円（約 52%）、
次いでその他収入が 810 百万円（約 27%）、入場料収入
が 374 百万円（約 12%）と続いています。
　一方の水戸は、最も多いのが広告料収入で167 百万円
（約 32%）、次いでその他収入が 126 百万円（約 24%）、
Jリーグ配分金が 92 百万円（約 18%）となっています。
　我々は水戸の例に見られるような、入場料収入の比率が
相対的に低いという売上高の内訳構造の中に、Jリーグが
抱える課題の一つが垣間見えていると考えています。
　入場料収入は、観客数×チケット単価が基本です。水戸
の平均チケット単価（＝入場料収入 / 年間総入場者数）を
逆算すると885 円となっており、J2 の 22クラブ中 20 位
という水準であることが分かります。また、1試合の平均入
場者数は 4,734 人とJ2 の 22クラブ中 17 位と、いずれ
も最下位ではないものの低い水準にあります。
　しかしこれらの要素は実は、いずれもBM施策によって改
善が可能な要素です。もちろん、FMの成果である試合結
果によって受ける影響は大きいですが、それでもCRM分析
に基づくマーケティング活動やスタジアムのホスピタリティ
改善等の取り組みにより、その数値を押し上げることは可能
です。欧州や米国でビジネス的に成果を上げているクラブ
の多くは、それらの BM 施策により多くの収益を確保してい
る事実があることに鑑みれば、売上高の内訳項目における
入場料収入の比率を現状より高めていく努力を、各クラブも
リーグも強化していく必要があるものと思われます。

売上高成長率
J2 平均は 15%
　次に、売上高成長率です。こちらのKPIの2014年度シー
ズンにおけるJ2 の平均値は15.1%となっており、前年度
比＋14.2%と大きく改善しています。
　2014 年シーズンの J2において最も高い売上高成長率
を記録したクラブは讃岐であり、その値は165.5%という
驚異的な値となっています。一方で、最も低い売上高成長
率を記録してしまった大分は▲28.4%という値でした。
　讃岐に関しては、前年の JFL の際の売上高が 220百万円
と小規模であったこともあり、J2参入初年度の2014年シー
ズンでは Jリーグからの配分金が 91百万円増加されただけ
でも41%増の影響がありました。それに加えて前述のよう
に無料チケットの配布を抑制する等のBM施策により入場料
収入が 79百万円増加しており、その分の影響が 36%増と
なっています。さらに、J2参入前からの Jリーグによる指導
とJ2 参入効果により広告料収入も123 百万円増加させる
ことに成功しています。この影響が 56%増というように、こ
れまで同様、新規参入クラブのメリットを享受できたクラブ
が上位となる傾向となっています。
　逆に大分は、同じJ2 参入とはいえ降格であるため、その
他収入以外の収入は全て減少となっています。
　J2 降格はサポーターにとって絶対に避けたい出来事の一
つではありますが、クラブにとっても非常に大きな外部環境
の変化をもたらす出来事であることがデータからも確認で
きます。

自己資本比率
J2 平均は 29%
　最後に、自己資本比率です。2014 年シーズンにおける
J2 の平均値は29%となっており、前年度比＋29%と、大
幅改善といった結果となりました。
　2014 年シーズンから本格適用となったクラブライセンス
制度におけるファイナンシャル・フェア・プレー（FFP）基準
の影響で、3期連続の赤字、もしくは債務超過となったクラ
ブは、Jリーグへの参加資格を失うということになりました。
　各クラブが FFP 基準を達成するため、収益の確保と、増
資等を含めた財務健全化に努めた結果、全てのクラブが債
務超過を解消することに成功し、結果として自己資本比率の
大幅な改善に繋がっています。債務超過はたった1回でも
ライセンス剥奪という事態に繋がるため、特に責任企業を
持たない中小クラブにおいては、これまで以上に当該 KPI
の重要性は高まっています。
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　J3におけるManagement Cup 2014の優勝クラブは町田となりました。

　町田はマーケティング、経営戦略分野では共に1位、経営効率、財務状

況分野では共に3 位となっており、BMポイントでは長野と並んだものの、

我々が重要性が高いと考えているマーケティング分野で長野を抑え、僅差で

の優勝を勝ち取っています。

　町田および長野はフィールド・マネジメント（FM）面での成果たるリーグ

戦年間順位でも3位および 2位となっており、BMとFMのバランスを上手

く取りながらクラブ経営を行っているクラブと言えます。J3 の段階からBM

の重要性を認識しながらのクラブ経営が実践されることは、将来のクラブの

伸び代を最大化することに直結するでしょう。今後の両クラブの動向に注目

が集まります。

J-League Management Cup 2014

J3
Ranking

町田、僅差で長野をかわし優勝 !!
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無料チケットはリピートに繋がりにくい

J3 はまずスタジアム集客率を向上させることに注力すべき
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マーケティング分野では、興行ビジネスにおいて、
我々が最も重要と考える「満員のスタジアム」に影響を及ぼす KPI を中心にランキングしています。

Management Cup J3 分析
1st ステージ：マーケティング

平均入場者数
J3 平均は 2,247 人
　まず、平均入場者数ですが、2014 年シーズンにおける
J3 の平均値は2,247 人でした。
　J3における入場者数に見られる特徴は、フィールド・マネ
ジメント（FM）の指標である勝点の順位とほぼ相関してい
るという点です。その相関係数は0.9となっており、非常に
強い正の相関があることが確認できます。
　平均入場者数 3,595 人でトップとなった長野はリーグ戦
年間順位 2位の勝点 69、同じく3,440 人で 2 位となった
金沢はリーグ戦年間順位 1位の勝点 75、逆に平均入場者
数 1,018 人で最下位となった YS 横浜はリーグ戦年間順位
も最下位で勝点 24となっています。
　この事は、トップチームの順位というFMの成績がそのま
ま入場者数というビジネス・マネジメント（BM）の成績に
反映されている結果と見ることもできますが、逆の見方も
可能です。すなわち、入場者数を増やすための BMの活動
が選手のモチベーションやパフォーマンスに好影響を与え、
その結果トップチームの順位というFMでの好成績をもたら
している、という可能性です。
　「多くの声援が選手の後押しをしてくれた」という、良く聞
かれるチーム関係者のコメントを裏付けるデータでもあり、
社会人リーグからプロリーグに移ったばかりのクラブにとっ
ては、入場者数というKPI は、特に影響が大きい指標の一
つであることが確認できる、大変興味深い結果と言えます。
　BMの観点からすれば、J3においてまず取り組むべきは
平均入場者数の増加施策である、という仮説が成り立つこ
とになります。

スタジアム集客率
J3 平均は 20%
　次に、「満員のスタジアム」を実現するための重要な KPI
の一つであるスタジアム集客率です。2014 年シーズンに
おけるJ3 の平均値は20.4%となっています。
　集客率の J3 平均を見る限り、スタジアムの 8割が空席
となっていることになります。J3で最大の集客率となってい
る秋田でもその値は35.5%、最も値の低い YS 横浜に至っ
ては 6.4%であり、J3 の試合は「満員のスタジアム」から
は程遠い状況下にあることがデータ上に示されている格好
となります。
　J3 のクラブライセンス制度上は、5,000 人収容のスタ
ジアムが要件とされていますが、YS 横浜や福島は J1ライ
センス上で要求されている15,000 人収容の要件を満たす
スタジアムをホームスタジアムとしているため、集客率とし
て分析すると非常に低い値となる傾向にあります。

課題はスタジアム規模
　ここに、J3 の各クラブが抱えている課題の一つがあると
我々は考えています。
　前述のように、J3においては平均入場者数を伸ばすとい
うBMの改善によりFMの成果も連動する傾向が強いこと
に鑑みれば、本来はホームスタジアムを J3 の事業規模に
合わせた規模のものとし、まずはスタジアム集客率を向上
させることに注力すれば、試合のパフォーマンスやスタジア
ムの作り出す雰囲気も改善し、魅力的な試合（＝商品）が
増え、収益構造にも好影響があるものと推察されます。
　しかしながら現状では、スタジアムは自治体が所有するも
のを賃借するしかなく、各クラブがホームスタジアムを選択
できる余地は少ない状況です。ただでさえ事業規模の小さ
い J3クラブにおいて、自前のスタジアムを確保することは
非現実的であり、それに加えて自らが使用するホームスタジ
アムの規模も選べないとなると、一般的なビジネスのセオ
リーに照らしても、クラブ経営上は非常に厳しい状況となり
ます。
　この構造的課題を解決するためには、各クラブの自助努
力にのみ任せておくのには限界があり、Jリーグが主体的に
自治体等と連携し、各クラブをバックアップしていく体制を
整えることが効果的であると考えます。

客単価
J3 平均は 2,019 円
　最後に、集客と収入を結びつけるキーとなる単価です。
2014 年シーズンにおけるJ3 の平均値は2,019 円でした。
　この KPI で J3トップの値を記録したのは福島の 3,660
円でした。この値は、2位の琉球に680 円もの差をつけて
の圧倒的な単価の高さとなっています。公表データが限ら
れているため明確な要因は把握しづらい状況ではあります
が、福島の有料公式ファンクラブ「クラブユナイテッド」の
影響が一因ではないかと推察されます。2014 年シーズン
においては J3 有数規模となる4,000 人を超える会員を確
保しており、会費は会員のランクにより1,000円、3,000円、
10,000円から選べるようになっています。平均入場者数で
は伸び悩んでいるものの、ファンクラブの年会費が客単価
を押し上げる要因となっているものと考えられます。
　逆に、J3で最も客単価が低かったのは相模原の 798 円
でした。こちらも要因は様々考えられますが、その中の一つ
は無料チケットの影響があるものと推察されます。一般的に
も来場のきっかけ作りという観点で良く実施されるBM施策
の一つですが、2014 年シーズンは相模原にとっても J3 初
年度ということもあり、積極的に無料チケットを活用したこと
が、KPIを押し下げた要因の一つではないかと思われます。
　ここで興味深いのは、相模原では翌シーズンから無料チ
ケットの配布を取りやめている点です。無料チケットはリピー
トに繋がりにくく、地域密着の理念への効果も薄いとの経
営判断がその背景にあるようですが、スポーツビジネスとい
う観点からは非常に重要な考え方であると思われます。

　Jリーグはプロ興行であり、その観点からは試合や選手
は商品であることに鑑みれば、その商品価値を高めることと、
それに対する適正な対価を得ることは、経営者として忘れて
はならないビジネスの基礎と言えるからです。
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クラブライセンス制度を
前向きに活用させる
インセンティブが必要
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経営効率分野では、ビジネス・マネジメント（BM）とフィールド・マネジメント（FM）の関係に焦点を当て、
BMの活動が、どのように FMの活動に影響を与えているかを計る KPI によるランキングです。

Management Cup J3 分析
2ndステージ：経営効率

勝点１あたり人件費
J3 平均は 2 百万円
　まず、勝点 1あたりチーム人件費ですが、2014 年度に
おけるJ3 の平均値は2.0 百万円でした。
　データ上 2014 年シーズンで最も効率的に勝点を獲得し
た J3クラブは、YS 横浜で 0.8 百万円でした。逆に最も効
率が悪かったのは鳥取の 3.1 百万円であり、その差は約 4
倍となっています。
　J3 のクラブは経営規模が小さく、限られた予算の中で遣
り繰りをしなければならないため、いかに効率的に勝点を獲
得するかは非常に重要な視点です。一方で、いかに効率性
が良くとも、多くのサポーターの関心事であるJ3 の優勝争
いに絡む水準までチーム成績を引き上げなくては、サポー
ターの CS（Customer Satisfuction：顧客満足度）を満
たせないというトレードオフの関係もあります。
　J3で 2014 年シーズンに優勝争いに絡んだ上位 3クラ
ブに入るために必要な勝点は 68であり、その 3クラブに
おける当該 KPI の平均値は 2.3 百万円となっています。逆
算すると、チーム人件費として156百万円程度は必要になっ
てくる計算ですが、J3 の現状の事業規模でそれだけの人
件費を捻出できるクラブは限られています。
　そうなれば、必然的にBMの重要性が大きくなります。
上のレベルを目指すため、プロ興行としての商品（＝試合）
の質を向上させるため、必要となる費用を賄えるだけの収
入をBMによって確保することが必要となると考えられるか
らです。
　予算が非常に限られているJ3 のクラブにおいてBM人
材を確保することは、そのこと自体が高いハードルではあり
ますが、経営規模が小さい J3だからこそ、BMの重要性
がより高まってくるということも再確認する必要があります。

勝点１あたり入場料収入
J3 平均は 0.5 百万円
　次に、勝点１あたり入場料収入です。2014年度における
J3 の平均値は0.5 百万円と、とても低い値となってしまい
ました。
　この KPI の分析では、①クラブ側から見れば勝点 1をい
くらで売れたのか、②サポーター側から見れば勝点 1をい
くらで買ったのか、という両サイドの観点があることに留意
が必要です。
　結果としては、2014 年シーズンの J3において勝点 1
あたりの入場料収入が最も多かったのは鳥取の 1.0 百万円
であり、およそ J3 平均の倍の水準となっています。逆に最
も少なかったのは秋田の 0.2 百万円で、こちらは J3 平均
の約 4割の水準となっており、両者の差は約 5倍となって
います。
　鳥取はその収益力を活かし、チーム人件費でも J3で 3
位の水準となる162 百万円を投じ、加えて販管費の水準も
J3トップの 291 百万円を投入しています。積極的にBM
面での投資を実行している傾向が見受けられ、Jリーグを活
性化していくためには歓迎すべきマインドとも言えます。
　ただし、ここで一つ慎重に検討すべき課題があります。J
リーグにおいて運用が本格化されるクラブライセンス制度
におけるファイナンシャル・フェア・プレー（FFP）の存在です。
　FFP の本格導入により、3 期連続の最終赤字、もしくは
期末における債務超過の場合には、クラブライセンスが付
与されないこととなります。これはドイツ発祥のルールを
UEFAやFIFAが採用し、全世界的に拡大させているもので、
AFCでも採用しているものをベースに Jリーグがカスタマ
イズしたルールです。
　FFPは J3ライセンス基準にも織り込まれており、全ての
Jクラブが遵守すべきルールとなっているため、各クラブの
経営者はBM施策をより強化し、FM面の強化を実現させる
べく、トップチームの成績だけに左右されない安定的な収入
構造を構築していくことに注力することが求められています。

FFP の内包する課題
　日本におけるFFPの導入目的は基本的に、BM面にフォー
カスした「クラブの経営安定化、財務能力・信頼性の向上」と、
FM面にフォーカスした「サッカーの競技水準や施設的水準
の持続的な向上」とにあると言われています。
　BM面の強化により赤字経営のクラブや債務超過のクラ
ブが無くなれば、リーグ自体の健全化につながり、クリーン
なイメージが促進されるといった効果が期待でき、FM面
の強化という観点からも、強化費、補強費の財源確保の前
提となる黒字経営や財務体質の強化は、当然目指すべき方
向として違和感はありません。
　このように、日本のクラブライセンス制度が最終的に目指
しているゴールについては理に適っていると思われますが、
現状の Jリーグが入場料収入とスポンサー収入がメインで
あるという基本的な収益構造と、当該 KPI が示すような J3
クラブの収益力の低さに鑑みれば、将来に向け、リーグと
して Jクラブをバックアップしていく具体的な施策が必要と
なってくるものと思われます。
　現在 Jリーグではクラブライセンス制度を前向きに活用し
ていくための様々な施策を検討しているところでもあり、実
態に応じた FFP の柔軟な運用等も含め、今後リーグとクラ
ブが一体となった取り組みを力強く推進していくことが期待
されます。
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J3 優勝金沢はチーム人件費 50% を超えている 投下した資金をいかに回収するか

40 41

経営戦略分野は、ビジネスの基礎である投資対効果を計る KPI によるランキングです。
ここでは、活動に関する投資の中から、「売上高・チーム人件費率」と、「販管費 100 万円あたり入場料等収入」という、
各クラブの経営戦略が色濃く現れる傾向の強い 2つの KPI に着目して分析しました。

Management Cup J3 分析
3rdステージ：経営戦略

売上高・チーム人件費率
J3 平均は 34%
　まず、売上高・チーム人件費率です。2014 年シーズン
におけるJ3 の平均値は34%、金額ベースでは97 百万円
となっています。
　2014 年シーズンにおいて最も売上高に占めるチーム人
件費の比率が高かった J3クラブは金沢で、その KPI 値は
56%、金額にして170百万円でした。逆に最も比率が低かっ
た J3クラブは YS 横浜で、その値は10%、金額としては
18 百万円となっています。金額で比較すると10 倍近い差
のあるクラブが同一リーグで興行を行っているというJ3 の
実態が見て取れます。
　事業規模が小さい J3 のクラブにあっては、選手一人の
補強だけでも当該 KPI の値は大きく変動することとなるた
め、本来は継続的なKPI の推移を分析していくことが望まし
いのですが、J3 の情報開示が今期から開始されていること
から、2014 年シーズンがその始まりということになります。
　一般的にクラブ経営においては、売上高・チーム人件費
率の値が 50%を超えない範囲とできるのが望ましいと言わ
れています。その意味では、J3 の 11クラブ中、50%を
超えているのは金沢のみであるため、データ上は J3 のほ
とんどのクラブが健全な水準であると判断できます。

　これは現在、J3ではプロ選手の縛りが 3 名以上であれ
ば良いとされており、チームの大半をアマチュアで構成する
ことが可能となっていることが大きな要因です。J3 の多く
のクラブがプロとアマチュアとの混成クラブとして活動して
おり、チーム人件費を低く抑えられている状況となっている
わけです。
　しかし興味深いのは、J3で唯一当該 KPI の水準で 50%
を超えた金沢が FM面では優勝という結果を出しているこ
とです。
　つまり、一時的には赤字をも覚悟で先行投資を実施し、
結果を出した上で元手を事後的に回収する中長期的な経営
プランをベースに、戦略的に人件費を増強するといったBM
施策がうまく嵌った形となっています。戦略的投資であった
ことは、実際に2014 年シーズンの金沢が 3百万円の単年
度赤字を計上していることからも推察できます。とは言えそ
の金額は期首時点の自己資本 47 百万円で吸収できる水準
となっており、直ちにFFPに抵触する水準ではないことも
確認できます。

J3 が目指すべき事業規模
　Jリーグも、クラブライセンス制度が経営リスクを取るこ
とを否定している制度ではないと説明しており、各クラブは
必要に応じて健全なリスクテイクの下、クラブ経営を拡大し
ていくことが求められています。
　2014 年シーズンにおいて J3 の優勝争いに絡んだ上位
3クラブの当該 KPI は平均すると約 45%であり、金額ベー
スでは平均 161百万円という結果になっています。このこ
とから逆算すれば、BM面の目標としてまずは売上高水準と
して350 ～ 400 百万円を一定の目安としつつ、着実なトッ
プチームの強化を推し進めていくことが基本となると想定さ
れます。
　加えて、J2 への昇格や J2 への定着を考慮すると、J2ク
ラブの平均的な事業規模である1,117 百万円という水準も
参考にする必要があります。また、J2においてはプロA契
約選手が 5名以上必要とされており、J2 昇格を見据える場
合はこの基準も意識しておく必要があります。
　J2昇格によるJリーグからの配分金の増加やスポンサー
収入の増額等の効果を差引いても、中期的には J3クラブの
事業規模としては現在の倍、およそ 500～ 600 百万円程
度の規模を平均としたいところです。当然ながら個々のクラ
ブ単体での自助努力に任せるのではなく、リーグと各クラブ
が連携してBM施策を強化していくことが前提となります。

販管費 100 万円あたり入場料等収入
J3 平均は 62 万円
　次に、販管費 100 万円あたり入場料等収入です。2014
年シーズンにおけるJ3 の平均値は62 万円であり、残念な
がら現状の J3クラブにおいては販促効果があまり出ていな
いということがデータ上から読み取れる状況です。
　この KPI は、販売費および一般管理費として処理されて
いる費用が、どの程度の収入に結びついているかを示す指
標です。なお、対象とした収入からは、広告料収入、Jリー
グ配分金、アカデミー収入を外し、入場料収入とその他収
入のみとしています。（理由は J1分析参照）
　2014 年シーズンにおいて最も効果的に期間費用を活用
していたのは長野で 85 万円、最も苦戦していたのが YS
横浜の 38 万円でした。
　全ての J3 のクラブの当該 KPI が 100 万円を下回ってい
るというこの結果は、投下した資金がこのマーケットでは十
分に回収できていないということを示しており、それはつま
り、J3ではビジネスが未だ成り立っていない状況にあるこ
とを暗に示しているものと考えられます。厳密には販管費は
翌期の収入にも影響があるはずですので、この KPI も継続
的な推移を分析する必要がありますが、当面はこの KPI の
値が 100 万円を上回る水準となるよう、各クラブにおける
BM的取り組みとPDCA サイクルの運用を強化していくこ
とが目標となろうかと思います。
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満員のスタジアムからすべてが生まれる ３期連続の最終赤字、
もしくは期末における債務超過の場合、
クラブライセンスが付与されない
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財務状況分野は、クラブの財務状況を端的に示す KPI によるランキングです。
財務状況のうち、事業規模を表す売上高とその成長率、事業の安定性を表す自己資本比率が対象となっています。

Management Cup J3 分析
4thステージ：財務状況

売上高
J3 平均は 271 百万円
　まず、売上高ですが、2014 年シーズンにおけるJ3 の
平均値は271百万円でした。
　J3で最も事業規模の大きな鳥取の売上高は460 百万円
であり、最小事業規模の藤枝の 126 百万円と比較すると約
4倍近くの事業規模の開きがあります。
　基本的に2014 年シーズンの J3クラブの売上高の内訳
構造はほぼ同様の状況となっています。つまり、スポンサー
収入としての広告料収入が収益の柱として収入の過半を占
めており、その他収入と合わせるとほぼクラブ収入のおよそ
8割程度になる、という構造です。
そしてここで一つ浮かび上がる大きな課題は、J3に所属す
るクラブのうち 3分の 2のクラブにおいて、本来収入の柱
であるべき入場料収入が上位 3項目にも含まれていないと
いう事実です。
クラブが十分に成熟し、入場料収入以外のビジネスが拡大
した結果、売上高の上位 3項目から入場料収入が外れてい
るのであれば問題ないのですが、J3は明らかにスタートアッ
プ期であり、入場料収入は本来欠かせない貴重な収入源の
はずです。その比率が低いということは、クラブの最も重
要な商品（＝試合）の価値がマネタイズできていないという
ことを如実に示しているものと言えます。
興行をベースとするスポーツビジネスにおいて、集客は全
ての基礎であり、そこからの収入こそがスタートアップ期に
おける安定収入の基盤となります。
予算も人員も限られているJ3クラブだからこそ、限られた
経営資源の選択と集中を常に念頭に置き、どこに経営資源
を投入するか（逆に、どこを切り捨てるか）、を十分に吟味
することが効果的だと思われます。

売上高成長率
J3 平均は 53％
　次に、売上高成長率です。この KPI の 2014 年シーズン
におけるJ3 の平均値は53.5%となっています。
　2014 年シーズンの J3において最も高い売上高成長率
を記録したクラブは琉球であり、その値は 253.0%となっ
ています。一方で、最も低い売上高成長率を記録してしまっ
た鳥取は▲28.8%という値でした。
　琉球は沖縄で初の Jクラブであり、また、2014 年シー
ズンが初の J3 入りということで多くの地元スポンサーに参
画してもらった最も大きな要因であると推察されます。逆
に鳥取は J3 降格初年度で、Jリーグからの配分金が 100
百万円の減収、入場料収入が 47 百万円の減収といった外
部環境の変化に経営陣が対応しきれず、最終的には債務超
過となってしまっています。
　このデータからは、Jリーグからの配分金に頼った経営を
していると、万が一降格した際の対応に関する選択肢が極
端に減ってしまう、という経営リスクを抱えることになるとい
うことを、経営者がしっかりと認識することがいかに重要で
あるかが分かります。

自己資本比率
J3 平均は 9%
　もう一つのKPIは、自己資本比率です。2014年シーズン
におけるJ3 の平均値は9.4%となっています。なお、この
値は秋田と鳥取が債務超過となっていることが大きな要因
です。仮に当該 2クラブを除いた J3クラブでの平均値を
取ると27%となります。
　秋田も鳥取も改善計画が立案され、債務超過解消の見通
しとなっていますが、大きな責任企業を持たない J3クラブ
にとって、債務超過の解消は相当に高いハードルであると想
定されます。
　特に鳥取は自クラブの HPにて、債務超過となった要因に
ついてクラブ見解を公表しており、「増収収入、費用をつか
さどる、計数管理能力の不足」とし、明らかにBM的な施
策の失敗であったとステークホルダーに説明しています。当
然、トップチームの成績が経営環境に与える影響の大きさ
を無視はできませんが、そこも含めて経営者がきちんと計
数管理を実施すべきであったとの分析は、非常に的確なも
のであると思われますし、経営者が果たさなければならな
いアカウンタビリティ（説明責任）を果たす行為でもあった
と考えられます。

　Jクラブが百年構想を体現する事業体として活動する以
上、単なる投資対効果といった尺度だけでなく、地域活性
化やスポーツ振興といった公的な事業への貢献もクラブ
の重要な価値を構成する要素であることを各ステークホル
ダーに伝えていくこと、つまり、経営者のアカウンタビリティ
への意識が不可欠であることを、再度確認するタイミング
に来ているものと我々は考えます。
　事実、Jリーグは J3クラブライセンス交付規則の第 5条
第 2項において、FFPを含むライセンス基準が一時的に満
たされない場合であっても、対象シーズンの J3リーグの安
定開催に支障を及ぼさないと認められる場合には J3ライセ
ンスが交付可能であるとし、J3を Jクラブ全体のセーフティ
ネットと位置付けています。
　クラブライセンス制度を単なる振るい落としのための制
度とするのではなく、Jリーグが独自に掲げる百年構想とス
ポーツビジネスを両立させるためのツールとして活用するこ
とが、最も建設的な方向性であると思われます。そのため
にもこのツールは今後、特にFFPについては画一的な運用
ではなく、リーグ全体の発展・活性化に最も貢献する形で
の柔軟な運用としていくことが期待されます。
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